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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】ブロー成形された中空成形体内に発泡粒子を充
填し、発泡粒子相互を融着させて発泡粒子成形体とし、
中空成形体からなる表皮の内面と発泡粒子成形体とが融
着一体化し、発泡粒子相互の融着性、ならびに成形体外
観に優れた表皮被覆ポリスチレン系樹脂発泡粒子成形体
の提供。
【解決手段】ブロー成形法により中空成形体内に発泡粒
子を充填し、表皮で被覆された発泡粒子成形体の製造方
法において、ブロー成形型の型締め時の金型１温度を［
中空成形体基材樹脂のガラス転移温度－３０℃］～［中
空成形体基材樹脂のガラス転移温度＋３０℃］の温度と
し、中空成形体内に挿入した複数のスチーム供給排出ピ
ン２２の一方をスチーム供給側とし他方をスチーム排出
側とし、スチーム供給側のピン２１のスチーム供給口に
おけるスチーム温度Ｔ１を［発泡粒子基材樹脂のガラス
転移温度＋１０℃］～［発泡粒子基材樹脂のガラス転移
温度＋３０℃］に制御して加熱する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　分割可能な成形用金型間にポリスチレン系樹脂からなるパリソンを垂下し、金型を型締
めして該パリソンをブロー成形することにより中空成形体を成形し、次いで、該中空成形
体内にポリスチレン系樹脂発泡粒子を充填し、中空成形体内に挿入した複数のスチーム供
給排出ピンからスチームを供給、排出することにより該発泡粒子を加熱して発泡粒子相互
を融着させポリスチレン系樹脂発泡粒子成形体を成形すると共に、中空成形体内面と発泡
粒子成形体とを融着一体化させる、中空成形体からなる表皮で被覆された発泡成形体の製
造方法であって、型締め時の金型温度を［中空成形体の基材樹脂のガラス転移温度－３０
℃］～［中空成形体の基材樹脂のガラス転移温度＋３０℃］の温度とし、複数の前記ピン
の一方をスチーム供給側とし他方をスチーム排出側とし、スチーム供給側のピンのスチー
ム供給口におけるスチーム温度Ｔ１を［発泡粒子の基材樹脂のガラス転移温度＋１０℃］
～［発泡粒子の基材樹脂のガラス転移温度＋３０℃］に、かつスチーム排出側のピンのス
チーム排出口におけるスチーム温度Ｔ２を［発泡粒子の基材樹脂のガラス転移温度－５℃
］以上に制御して加熱することを特徴とする表皮被覆ポリスチレン系樹脂発泡成形体の製
造方法。
【請求項２】
　前記ポリスチレン系樹脂発泡粒子の発泡剤含有量が発泡粒子１ｍ３当たり６０～２５０
ｇであることを特徴とする請求項１記載の表皮被覆ポリスチレン系樹脂発泡成形体の製造
方法。
【請求項３】
　中空成形体内のスチームを排出側のピンから－０．０９～－０．０６ＭＰａ（Ｇ）で吸
引することを特徴とする請求項１又は２記載の表皮被覆ポリスチレン系樹脂発泡成形体の
製造方法。
【請求項４】
　前記ポリスチレン系樹脂発泡粒子の嵩密度が１５～４０ｋｇ／ｍ３であることを特徴と
する請求項１～３のいずれかに記載の表皮被覆ポリスチレン系樹脂発泡成形体の製造方法
。
【請求項５】
　前記中空成形体からなる表皮の平均厚みが０．５ｍｍ以上３．５ｍｍ未満であることを
特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の表皮被覆ポリスチレン系樹脂発泡成形体の製
造方法。
【請求項６】
　前記発泡成形体の比表面積が０．４～１．５ｃｍ２／ｃｍ３であることを特徴とする請
求項１～５のいずれかに記載の表皮被覆ポリスチレン系樹脂発泡成形体の製造方法。
【請求項７】
　前記ピンを中空成形体周縁の対向する両側面から中空成形体内に挿入し、一側面側をス
チーム供給側とし他側面側をスチーム排出側とすることを特徴とする請求項６記載の表皮
被覆ポリスチレン系樹脂発泡成形体の製造方法。
【請求項８】
　ポリスチレン系樹脂発泡粒子成形体と、該発泡粒子成形体の略全面を被覆するポリスチ
レン系樹脂中空成形体からなる表皮とから構成される表皮被覆ポリスチレン系樹脂発泡成
形体において、表皮の平均厚みが０．５ｍｍ以上３．５ｍｍ未満であり、表皮剥離試験に
おける発泡粒子成形体の材料破壊率が３０％以上であることを特徴とする表皮被覆ポリス
チレン系樹脂発泡成形体。
【請求項９】
　前記発泡成形体の比表面積が０．４～１．５ｃｍ２／ｃｍ３であることを特徴とする請
求項８記載の表皮被覆ポリスチレン系樹脂発泡成形体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、ポリスチレン系樹脂発泡粒子成形体の略全面が表皮で被覆された表皮被覆ポ
リスチレン系樹脂発泡成形体の製造方法に関し、詳しくは、ブロー成形により形成された
ポリスチレン系樹脂中空成形体からなる表皮内にポリスチレン系樹脂発泡粒子を充填し、
該発泡粒子を加熱して融着させることによりポリスチレン系樹脂発泡粒子成形体を成形し
、かつ表皮と発泡粒子成形体とを融着一体化させる、表皮被覆ポリスチレン系樹脂発泡成
形体の製造方法に関する。さらに、本発明は、ブロー成形により形成されたポリスチレン
系樹脂中空成形体からなる表皮と、該表皮内に位置するポリスチレン系樹脂発泡粒子成形
体とからなり、表皮の厚みが薄くても表皮と発泡粒子成形体とが強固に接着した表皮被覆
ポリスチレン系樹脂発泡成形体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、中空状の表皮とその内部に位置する発泡粒子成形体とからなり、表皮と発泡粒子
成形体とが融着一体化している表皮被覆発泡成形体が知られている。このような発泡粒子
成形体の略全表面を表皮で被覆した発泡成形体を製造する方法は、例えば、下記特許文献
１に示されている様に、ブロー成形用分割金型間に垂下させた樹脂パリソンを該金型で挟
み込み樹脂パリソンが軟化状態にある間にブロー成形して中空成形体を形成した後、該中
空成形体が相当の熱量を保持している間に、該中空成形体内に発泡粒子を充填し、スチー
ムを吹き込むことにより、該発泡粒子を相互に融着させるとともに表皮とも融着一体化さ
せた後、冷却して、表皮で被覆された発泡成形体を得る方法が知られている。
【０００３】
　また、表皮の厚みが薄い、０．３～３ｍｍの表皮を有する表皮被覆発泡成形体に関して
、ブロー成形法により空調装置の水滴受皿及びその製造方法が特許文献２に開示されてい
る。さらに、前記特許文献１と同様にブロー中空成形体が冷却固化する前に、該中空成形
体内に発泡粒子を充填し、スチームを吹き込み、該粒子を加熱して相互に融着させ発泡粒
子成形体を形成するとともに表皮と一体化させた後、冷却して、表皮で被覆された発泡成
形体を得る方法において、発泡粒子相互の融着性を高めるために、中空成形体内にスチー
ム供給用のパイプ（ピン）を挿入して一方のパイプからスチームを供給し、他方のパイプ
から排出を行って発泡粒子間にスチームを流通させて発泡させることが特許文献３に開示
されている。
【０００４】
【特許文献１】特許第２８６０００７号
【特許文献２】特開平９－２８０５９４号公報
【特許文献３】特開平６－１６６１１４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１の方法において中空成形体の冷却固化前に、発泡粒子を中空成形体内に充填
しスチームを吹き込み発泡粒子成形体を形成し表皮で被覆された発泡成形体とすることは
、表皮を形成する中空成形体の保有する熱量を利用して発泡粒子成形体と表皮との融着を
十分に行わせるようにしようとするものである。
【０００６】
　しかし、表皮である中空成形体の厚みが薄くなると熱容量が小さくなるために表皮が冷
えやすくなり、その熱溶着力は低下する傾向にあり、表皮と発泡粒子成形体とを十分に熱
溶着させる熱容量を得るためには、３．５ｍｍ以上の表皮厚みが必要とされている。表皮
の肉厚が薄い場合、すなわち表皮の肉厚が３．５ｍｍ未満の場合、発泡粒子成形体と表皮
との接着強度が、肉厚が３．５ｍｍ以上の表皮を有するものと比較して著しく低くなる傾
向にあった。表皮と発泡粒子成形体との接着力が十分でないと、表皮被覆発泡成形体に大
きな変形が与えられた場合、表皮と発泡粒子成形体との界面で容易に剥離し、両者が強固
に接着しているときに比べて、曲げ強度や曲げ剛性が大きく低下してしまう。
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【０００７】
　表皮が厚肉の表皮被覆発泡成形体では、発泡粒子成形体と表皮との接着性が良好な高強
度製品は得られているが、表皮の肉厚が厚い成形体は製品全体が重くなる。軽量性を考慮
して表皮を薄くすると、上記のように、発泡粒子成形体と表皮との接着強度が著しく低下
し、接着強度が十分に高く、製品強度も高い表皮で被覆された発泡成形体は得られていな
いのが実情であり、軽量性と、発泡粒子成形体と表皮との間の接着強度との両立という点
で課題を残すものであった。
【０００８】
　一方、特許文献２には、発泡粒子相互及び発泡粒子と表皮とが融着した成形体が得られ
る旨の記載がある。しかしながら、特許文献２にその成形条件等は特に開示されておらず
、従来の一般的なブロー成形法による表皮で被覆された発泡成形体を製造する方法と変わ
らないものと解される。従来と同様の成形条件で成形検証を行ったが、やはり表皮の厚み
が薄い場合には、表皮の熱量が不足して発泡粒子成形体と表皮との間で十分な接着力が得
られない。ここで、表皮と発泡粒子成形体との融着力を高めようと、単にスチームの温度
を高くすると、発泡粒子成形体と表皮との接着力がさらに低下するばかりか、部位によっ
ては発泡粒子相互の融着自体も悪くなってしまう現象が発生した。製品自体が単純な形状
であって、曲げ剛性及び曲げ強さがあまり要求されないような用途であれば、仮に発泡粒
子間の融着性、表皮と発泡粒子成形体との融着性が不充分な場合であってもある程度は許
容し得るが、曲げ剛性や曲げ強さが要求される用途、例えば風呂蓋のような用途において
は、発泡粒子相互の融着性、発泡粒子成形体と表皮との融着性の向上が望まれている。
【０００９】
　さらに、特許文献３に記載の方法について、表皮と発泡粒子成形体間の融着性を向上で
きないか、検証を行ったところ、表皮の肉厚が薄い場合には、表皮と発泡粒子成形体との
接着力が弱い表皮被覆発泡成形体しか得られなかった。さらに、表皮の肉厚が薄くかつ成
形品の厚さが相対的に薄い製品の場合には、接着力の低下が顕著であった。
【００１０】
　本発明は、ブロー成形法により成形された中空成形体内に発泡粒子を充填し、発泡粒子
相互を融着させて発泡粒子成形体とし、さらに中空成形体からなる表皮の内面と発泡粒子
成形体とが融着一体化した、表皮で被覆された発泡粒子成形体（以下、これを「表皮被覆
発泡成形体」と呼称することがある）において、従来表皮の厚みが薄い表皮被覆発泡成形
体においては十分に達成されていなかった、表皮と発泡粒子成形体間の接着性の課題を解
決した表皮被覆ポリスチレン系樹脂発泡成形体の製造方法を提供することを目的とする。
さらに、本発明は、従来得られていなかった、表皮の厚みが薄い表皮被覆発泡成形体にお
いて、特に製品成型体自体の厚さも相対的に薄い表皮被覆発泡成形体においても、表皮と
発泡粒子成形体とが強固に接着し、発泡粒子相互の融着性、ならびに成形体外観に優れた
、表皮被覆ポリスチレン系樹脂発泡粒子成形体を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　従来のブロー成形による中空成形体内に発泡粒子を充填し、スチームを供給して発泡粒
子相互を融着させた表皮被覆発泡成形体の成形において、発泡粒子の加熱条件は、例えば
、前記特許文献１、３に見られるように、０．０１～０．１２ＭＰａ（Ｇ）のスチームが
供給される。しかし、このようなスチームで加熱した場合、表皮が薄い表皮被覆発泡成形
体である場合には、発泡粒子間相互は接着するものの、表皮と発泡粒子成形体間の接着が
十分強固なものが得られない。
【００１２】
　本発明者らは、ブロー成形により形成された表皮によって被覆された、表皮被覆スチレ
ン系樹脂発泡成形体の製造について、加熱成形条件等について種々検討を重ねた結果、ブ
ロー成形により表皮を形成する際に型締め時の金型温度を特定の温度に制御し、かつポリ
スチレン系樹脂発泡粒子を成形する際に、従来一般的に実施されている加熱温度範囲を逸
脱した高い温度のスチームを供給すると共に、スチーム供給口におけるスチーム温度及び
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排出口におけるスチーム温度を特定温度に制御して加熱成形することにより、これまで一
般に実施されている成形条件では達成できなかった、表皮が薄い表皮被覆発泡成形体にお
いても発泡粒子相互間の融着性に優れるとともに、発泡粒子成形体と表皮との融着性にも
優れ、かつ表面性に優れる表皮被覆発泡成形体が得られることを見出した。
【００１３】
　本発明は、（１）分割可能な成形用金型間にポリスチレン系樹脂からなるパリソンを垂
下し、金型を型締めして該パリソンをブロー成形することにより中空成形体を成形し、次
いで、該中空成形体内にポリスチレン系樹脂発泡粒子を充填し、中空成形体内に挿入した
複数のスチーム供給排出ピンからスチームを供給、排出することにより該発泡粒子を加熱
して発泡粒子相互を融着させポリスチレン系樹脂発泡粒子成形体を成形すると共に、中空
成形体内面と発泡粒子成形体とを融着一体化させる、中空成形体からなる表皮で被覆され
た発泡成形体の製造方法であって、型締め時の金型温度を［中空成形体の基材樹脂のガラ
ス転移温度－３０℃］～［中空成形体の基材樹脂のガラス転移温度＋３０℃］の温度とし
、複数の前記ピンの一方をスチーム供給側とし他方をスチーム排出側とし、スチーム供給
側のピンのスチーム供給口におけるスチーム温度Ｔ１を［発泡粒子の基材樹脂のガラス転
移温度＋１０℃］～［発泡粒子の基材樹脂のガラス転移温度＋３０℃］に、かつスチーム
排出側のピンのスチーム排出口におけるスチーム温度Ｔ２を［発泡粒子の基材樹脂のガラ
ス転移温度－５℃］以上に制御して加熱することを特徴とする表皮被覆ポリスチレン系樹
脂発泡成形体の製造方法。
【００１４】
（２）前記ポリスチレン系樹脂発泡粒子の発泡剤含有量が発泡粒子１ｍ３当たり６０～２
５０ｇであることを特徴とする上記（１）記載の表皮被覆ポリスチレン系樹脂発泡成形体
の製造方法。
【００１５】
（３）中空成形体内のスチームをスチーム排出側のピンから－０．０９～－０．０６ＭＰ
ａ（Ｇ）で吸引することを特徴とする上記（１）又は（２）記載の表皮被覆ポリスチレン
系樹脂発泡成形体の製造方法。
【００１６】
（４）前記ポリスチレン系樹脂発泡粒子の嵩密度が１５～４０ｋｇ／ｍ３であることを特
徴とする上記（１）～（３）のいずれかに記載の表皮被覆ポリスチレン系樹脂発泡成形体
の製造方法。
【００１７】
（５）前記中空成形体からなる表皮の平均厚みが０．５ｍｍ以上３．５ｍｍ未満であるこ
とを特徴とする上記（１）～（４）のいずれかに記載の表皮被覆ポリスチレン系樹脂発泡
成形体の製造方法。
【００１８】
（６）前記発泡成形体の比表面積が０．４～１．５ｃｍ２／ｃｍ３であることを特徴とす
る上記（１）～（５）のいずれかに記載の表皮被覆ポリスチレン系樹脂発泡成形体の製造
方法。
【００１９】
（７）前記ピンを中空成形体周縁の対向する両側面から中空成形体内に挿入し、一側面側
をスチーム供給側とし他側面側をスチーム排出側とすることを特徴とする上記（６）記載
の表皮被覆ポリスチレン系樹脂発泡成形体の製造方法。
【００２０】
さらに、（８）ポリスチレン系樹脂発泡粒子成形体と、該発泡粒子成形体の略全面を被覆
するポリスチレン系樹脂中空成形体からなる表皮とから構成される表皮被覆ポリスチレン
系樹脂発泡成形体において、表皮の平均厚みが０．５ｍｍ以上３．５ｍｍ未満であり、表
皮剥離試験における発泡粒子成形体の材料破壊率が３０％以上であることを特徴とする表
皮被覆ポリスチレン系樹脂発泡成形体。
【００２１】
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（９）前記発泡成形体の比表面積が０．４～１．５ｃｍ２／ｃｍ３であることを特徴とす
る上記（８）記載の表皮被覆ポリスチレン系樹脂発泡成形体。
を要旨とする。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明の製造方法によると、ブロー成形金型の型締め時の金型温度を表皮基材樹脂の［
ガラス転移温度－３０℃］～［ガラス転移温度＋３０℃］の温度範囲とすることにより、
金型内で表皮の温度を可能な限り高い温度に保ち、さらに、発泡粒子の成形時に、通常の
ポリスチレン系樹脂発泡粒子成形においては考えられないほどの高温のスチームを発泡粒
子が充填された中空成形体内に供給し、スチーム供給口におけるスチーム温度Ｔ１が発泡
粒子基材樹脂の［ガラス転移温度＋１０℃］～［ガラス転移温度＋３０℃］、かつスチー
ム排出口におけるスチーム温度Ｔ２が発泡粒子基材樹脂の［ガラス転移温度－５℃］以上
となるように、速やかに高温のスチームを中空成形体内に流通させることにより、表皮ま
で高温のスチームを到達させて中空成形体内面を溶融状態とし、表皮被覆発泡粒子成形体
の表皮の厚みが薄い場合であっても、表皮を形成する中空成形体内面と発泡粒子成形体と
の間の十分な接着強度を達成すると共に、発泡粒子相互間の融着性も確保した、表皮被覆
発泡成形体が得られる。
【００２３】
　また、本発明の表皮被覆ポリスチレン系樹脂発泡成形体は、従来得られていなかった、
ポリスチレン系樹脂中空成形体からなる表皮の平均厚みが０．５ｍｍ以上３．５ｍｍ未満
と薄いにもかかわらず、表皮と表皮内部に位置するポリスチレン系樹脂発泡粒子成形体と
が強固に接着した表皮被覆発泡成形体であるので、軽量性に優れながらも、曲げ強度や曲
げ剛性に優れた発泡成形体となる。特に、上記曲げ物性が低くなりやすい、比表面積が０
．４～１．５ｃｍ２／ｃｍ３、即ち相対的に肉薄の表皮被覆発泡成形体においても、十分
な曲げ強度や曲げ剛性を有する表皮被覆発泡成形体となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２４】
　本発明の製造方法は、従来のブロー成形により成形された中空成形体内に発泡粒子を充
填し、次いで中空成形体内へスチームを供給して発泡粒子を相互に融着させ表皮と融着一
体化させた表皮被覆発泡成形体を製造する際に、ブロー成形により中空成形体を成形する
際の型締め時の金型温度を特定の温度に制御するとともに、従来の表皮被覆ポリスチレン
系樹脂発泡成形体の成形において適用される温度よりも高い温度のスチームを中空成形体
内に供給し、スチーム供給口におけるスチーム温度Ｔ１とスチーム排出口におけるスチー
ム温度Ｔ２が特定の温度範囲となるように制御して加熱成形する、表皮被覆発泡成形体を
製造する方法である。この本発明の製造方法により、これまで製造が極めて困難で達成で
きなかった、表皮が薄い表皮被覆発泡粒子成形体においても、発泡粒子相互間の融着性に
優れ、かつ発泡粒子成形体と表皮との融着性にも優れた表皮被覆発泡粒子成形体が得られ
る。
【００２５】
　より具体的には、中空成形体を成形するときの型締め時の金型温度を、［中空成形体の
基材樹脂のガラス転移温度－３０℃］～［中空成形体の基材樹脂のガラス転移温度＋３０
℃］の間の温度とし、中空成形体内に挿入した複数のスチーム供給排出ピン（以下、単に
スチームピンという）の一方をスチーム供給側とし他方をスチーム排出側として、従来の
製造条件よりも高温（高圧）のスチームを供給し、スチームピンのスチーム供給口におけ
るスチーム温度Ｔ１を［発泡粒子の基材樹脂のガラス転移温度＋１０℃］～［発泡粒子の
基材樹脂のガラス転移温度＋３０℃］、かつスチームピンのスチーム排出口におけるスチ
ーム温度Ｔ２を［発泡粒子の基材樹脂のガラス転移温度－５℃］以上と、従来よりも高い
温度に制御して加熱される。なお、本発明においてスチーム供給排出ピンとは、中空成形
体内へスチームを供給する、中空成形体内からスチームを排出する、又はその両方に使用
されるピンを意味する。



(7) JP 2010-46920 A 2010.3.4

10

20

30

40

50

【００２６】
　本発明において、スチームによる加熱は、中空成形体内に挿入された複数のスチームピ
ンの一方を供給側とし他方を排出側として、供給側からスチームを供給して排出側を開放
するか排出側から吸引を行うことによって行われる。加熱方法としては、供給側と排出側
を固定して一方向からのみ加熱を行う一方加熱法、あるいは一方を供給側とし他方を排出
側として一度スチーム加熱を行った後供給側と排出側とを交替してスチーム加熱を行う交
互加熱法のどちらも採用することができるが、発泡粒子同士をより強固に融着させるため
には、交互加熱法が好ましい。なお、交互加熱法を採用する場合には、表皮と発泡粒子成
形体とを融着させるためには一度目の加熱が重要であることから、一度目の加熱時にＴ１
及びＴ２が上記温度範囲を満足すればよく、二度目以降のスチーム加熱条件は発泡粒子の
融着状況に応じて適宜決定すればよい。
【００２７】
　通常、高圧のスチームをスチームチャンバーで所望の圧力に減圧調整し、この圧力を調
整したスチームをスチームピンを通して中空成形体内へと供給する。スチーム供給開始直
後は中空成形体内の圧力が常圧に近いため、高圧（スチームチャンバー内での圧力）のス
チームを供給しても、中空成形体内に供給されるときにはスチームの圧力は低下してしま
うので、実際に中空成形体内に供給されているスチームの温度は低くなっている。スチー
ム供給を続けることにより中空成形体内の圧力が上昇し、中空成形体内に高温のスチーム
を供給することが可能となる。また、特定温度を超えると発泡粒子が二次発泡して中空成
形体内の圧力がさらに上昇するので、より高温のスチームを供給することができるように
なる。
　このとき、スチームを排出しない場合又はスチーム供給量に対して排出量が小さすぎる
場合、或いは発泡粒子の二次発泡力が高すぎてスチームが流通する間隙が小さくなりスチ
ームが排出できない又は排出量が小さくなりすぎる場合には、中空成形体内の圧力が速や
かに上昇するので高温のスチームを中空成形体内へ供給することができるが、この高温の
スチームを中空成形体内全体に流通させることができなくなる。一方、排出量が大きすぎ
る場合には、中空成形体内の圧力を上昇させることができず、実際に中空成形体内に供給
されるスチーム供給温度を高くすることができない。したがって、中空成形体内に高温の
スチームを供給し、かつ十分に流通させるためには、スチームの供給量と排出量とのバラ
ンスをとることが重要となる。
【００２８】
　本発明において、スチームピンのスチーム供給口におけるスチーム温度とは、実際に中
空成形体内に供給されているスチームの温度を意味し、スチーム供給中のスチーム供給口
におけるスチームの最高到達温度をＴ１とする。なお、供給側スチームピンが複数である
場合、全てのスチームピンの供給口において、スチーム温度Ｔ１が上記範囲内である必要
がある。
【００２９】
　一方、スチームピンのスチーム排出口におけるスチーム温度とは、実際にスチームが中
空成形体内から排出されるときのスチームの温度を意味し、スチーム供給中のスチーム排
出口におけるスチームの最高到達温度をＴ２とする。ここで、Ｔ２が［発泡粒子基材樹脂
のガラス転移温度－５℃］以上であるということは、高温のスチームが中空成形体内の発
泡粒子間を速やかに流通していることを意味する。仮に、特定のスチームピンにおいてＴ
２が低いと、そのスチームピンの周囲は表皮と発泡粒子成形体との接着力が低くなる。し
たがって、排出側スチームピンが複数である場合、全てのスチームピンの排出口において
、スチーム温度Ｔ２が上記範囲内である必要がある。
【００３０】
　本発明におけるガラス転移温度とは、ＪＩＳ　Ｋ７１２１－１９８７に基づき、試験片
の状態調節として「一定の熱処理を行った後、ガラス転移温度を測定する場合」を採用し
て測定される中間点ガラス転移温度を意味する。ガラス転移温度を求めるための試験片と
しては、溶媒溶解法などにより中空成形体用樹脂ペレット或いは発泡粒子から発泡剤や可
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塑剤などを除去したものを使用する。測定装置としては、ティー・エイ・インスツルメン
ト社製ＤＳＣＱ１０００などを使用することができる。
【００３１】
　本発明において、中空成形体内へのスチームピンの挿入箇所及び挿入方向は特に限定さ
れるものではないが、中空成形体の内面側全面及び中空成形体内の発泡粒子全体がスチー
ムにより万遍なく加熱されるように、中空成形体の形状に応じて、中空成形体内へと挿入
する箇所及び挿入方向を適宜決定する。スチームピンの挿入跡が嫌われる場合にはスチー
ムピンの挿入方向は少ないほど望ましく、スチームピンの挿入は一方向、或いは二方向か
ら行うことが好ましい。
【００３２】
　スチームピンの配置の例を説明する模式図を示す。図において、１は金型、１１は金型
側面、１２は成形空間部、２はスチームピンを示し、２１は供給側スチームピン、２２は
排出側スチームピンをそれぞれ示す。金型の一方向からスチームピンを挿入する場合には
、図１のように金型の側面からスチームピンを挿入するか、図２または図３のように、分
割金型の一方の金型面からスチームピンを挿入することができる。また二方向からスチー
ムピンを挿入する場合には、例えば、図４に示すように金型の両側面から、スチームピン
同士を対向させてスチームピンを挿入することができる。また図示しないが、両方の金型
面からスチームピン同士を対向させてスチームピンを挿入することもできる。
【００３３】
　図１は金型の一方の側面から、スチームピンを挿入した状態を示す例であり、図１では
供給側のスチームピン２１と排出側のスチームピン２２とを交互に配した例を示す。図１
（１）は外観斜視図を示し、図１（２）は、正面図を示す。図１（３）は、図１（２）に
おけるＢ－Ｂ線切断断面図を示し、金型の一方の側面に供給側のスチームピン２１と排出
側のスチームピン２２が交互に配置された状態を示す。図１（４）は、図１（１）におけ
るＡ－Ａ線切断断面図（金型のパーティング部での断面）を示す。
【００３４】
　図２及び図３は、分割金型の一方の金型面からスチームピンを挿入した状態を示す例で
ある。図２は供給側スチームピン２１と排出側スチームピン２２とを列毎に交互に配置し
た例であり、図２（１）は、外観斜視図を示し、図２（２）は、図２（１）におけるＡ１
－Ａ１線切断断面図を示す。図２（３）は、図２（１）におけるＢ１－Ｂ１線切断断面図
を示す。スチームピンが挿入された側の金型面（正面）を示す。なお、図示しないが、供
給側のスチームピンと排出側のスチームピンとを行毎に交互に配置してもよい。
【００３５】
　図３は図２と同様に分割金型の一方の金型面からスチームピンを挿入した状態を示す例
で、図３は供給側のスチームピン２１と排出側のスチームピン２２とを市松模様状に交互
に配置した例を示す。図３（１）は外観斜視図を示し、図３(２)は、図３（１）における
Ａ２－Ａ２線切断断面図を示し、図３（３）は、図３（１）におけるＢ２－Ｂ２切断断面
図を示す。
【００３６】
　また二方向からスチームピンを挿入する場合には、一方のスチームピンのうち隣接する
スチームピン同士を供給側と排出側とに分けて交互に配置してもよいが、スチームの流通
の観点からは図４に示すように相対向する二方向からスチームピンを挿入して、一方側を
供給側スチームピンとし、他方を排出側スチームピンとすることがより好ましい。図４は
金型の両側面からスチームピンを挿入した状態を示す例であり、図４（１）は外観斜視図
を示し、図４（２）は、正面図を示す。図４（３ａ）は、図４（２）におけるＢ３－Ｂ３
線切断断面図を示し、図４（３ｂ）は、図４（２）におけるＣ－Ｃ線切断断面図を示し、
図４（４）は、図４（１）におけるＡ３－Ａ３線切断断面図（金型のパーティング部での
断面）を示す。
【００３７】
　スチームの流通効率の観点から、挿入されるスチームピンの略半数をスチーム供給側と
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し、残りの略半数をスチーム排出側とすることが好ましい。一方向からスチームピンを挿
入する場合には、図１のように供給側と排出側のスチームピンを交互に配置するのが好ま
しい。特に、金型面から挿入する場合には、図２のように列毎に供給側と排出側を交互に
配置することが好ましく、図３のように市松模様状に交互に配置することがさらに好まし
い。また二方向からスチームピンを挿入する場合には、一方側のスチームピンのうち隣接
するスチームピン同士を供給側と排出側とに分けて交互に配置してもよいが、スチーム流
通の観点からは、図４のように相対向する二方向からスチームピンを挿入して一方向側を
供給側とし、他方側を排出側とすることがより好ましい。
【００３８】
　本発明の方法において、スチーム供給口におけるスチーム温度Ｔ１を［発泡粒子の基材
樹脂のガラス転移温度＋１０℃］～［発泡粒子の基材樹脂のガラス転移温度＋３０℃］に
制御すると共にスチーム排出口におけるスチーム温度Ｔ２を［発泡粒子の基材樹脂のガラ
ス転移温度－５℃］以上に制御するためには、従来のポリスチレン系樹脂中空成形体内に
ポリスチレン系樹脂発泡粒子を充填しスチームを供給して表皮被覆発泡成形体を成形する
際に使用される通常のスチームよりも高圧（高温）のスチームが採用される。中空成形体
内からのスチームの排出条件にもよるが、Ｔ１及びＴ２を上記範囲内に制御し易いことか
ら、スチームチャンバーにおいて［発泡粒子の基材樹脂のガラス転移温度＋２２℃］～［
発泡粒子の基材樹脂のガラス転移温度＋３７℃］の温度範囲に調整したスチームを供給す
ることが好ましい。例えば、ガラス転移温度が１０５℃であるポリスチレンを基材樹脂と
する発泡粒子を用いる場合、スチームチャンバーにおける温度が１２７℃～１４２℃のス
チーム、すなわちスチームの圧力は０．１５～０．２８ＭＰａとなり、従来の製造方法で
使用されているスチームの圧力０．０１～０．１２ＭＰａよりも高いスチーム圧となる。
【００３９】
　通常のポリスチレン系樹脂発泡粒子の型内成形では、高温のスチームを使用すると、発
泡粒子成形体の表面が荒れて粗悪になり、製品外観が著しく悪化してしまうので、本発明
のような高温のスチームが使用されることはない。それに対して、本発明で製造される表
皮被覆発泡成形体は、発泡粒子成形体の略全面が表皮で被覆されているので、発泡粒子成
形体の表面荒れが製品表面に直接現れることがないため、高温のスチームにより発泡粒子
を成形することができる。
【００４０】
　上記スチーム供給口におけるスチーム温度Ｔ１、すなわち中空成形体内に供給される実
際のスチーム温度が、［発泡粒子の基材樹脂のガラス転移温度＋１０℃］未満では、表皮
の平均厚みが３．５ｍｍ未満であると、表皮と発泡粒子成形体とを強固に融着させること
ができない。表皮と発泡粒子成形体をより強固に融着させるためには、上記Ｔ１は［発泡
粒子の基材樹脂のガラス転移温度＋１２℃］以上であることが好ましく、［発泡粒子の基
材樹脂のガラス転移温度＋１５℃］以上であることがより好ましい。
【００４１】
　一方、前記Ｔ１が［発泡粒子の基材樹脂のガラス転移温度＋３０℃］を超えるようなス
チーム加熱温度では、発泡粒子が収縮、溶融するなどの現象が発生する。また、寸法精度
の良好な表皮被覆発泡成形体が得られない。さらに、Ｔ１が高すぎると、発泡粒子の二次
発泡速度が速くなりすぎて発泡粒子間にスチームが流通する間隙がなくなり、表皮まで高
温のスチームを流通させることができないため、表皮と発泡粒子成形体とを強固に接着さ
せることができなくなるばかりか、部位によっては発泡粒子同士の融着も悪くなることが
ある。かかる観点から、上記Ｔ１は、［発泡粒子の基材樹脂のガラス転移温度＋２８℃］
以下であることが好ましく、［発泡粒子の基材樹脂のガラス転移温度＋２５℃］以下であ
ることがより好ましい。
【００４２】
　本発明において、中空成形体内に複数のスチームピンを挿入して、一方のピンからスチ
ームを供給し、他方のピンから排出を行って発泡粒子間にスチームを流通させて発泡粒子
を二次発泡融着させる際に、スチーム排出口におけるスチーム温度Ｔ２を［発泡粒子の基
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材樹脂のガラス転移温度－５℃］以上とする。Ｔ１が前記範囲を満足するが、Ｔ２が［発
泡粒子の基材樹脂のガラス転移温度－５℃］未満であるということは、排出側スチームピ
ンや表皮内面に高温のスチームが流通し難くなっていることを意味する。Ｔ２が低すぎる
と、排出側スチームピン付近に位置する発泡粒子同士の融着性、表皮と発泡粒子成形体と
の接着力が低下する。かかる観点から、Ｔ２を［発泡粒子の基材樹脂のガラス転移温度－
２℃］以上に制御して加熱することが好ましく、より好ましくは［発泡粒子の基材樹脂の
ガラス転移温度］以上である。なお、通常はＴ２がＴ１を超えることはない。
【００４３】
　Ｔ１を前記範囲としつつ、Ｔ２を前記範囲内に制御するためには、上記の高圧スチーム
を中空成形体内に供給すると共に、下記の手段の中から選択される１以上の方法を採用す
ることが必要である。
［ａ］スチーム流速を速くすること。
［ｂ］二次発泡能力の低い発泡粒子を使用すること。
　Ｔ１及びＴ２を効率よく制御することができ、かつ得られた機械的物性が優れた表皮被
覆発泡成形体となることから、［ａ］と［ｂ］の方法を組み合わせることが好ましい。
【００４４】
　上記［ａ］のスチーム流速を速くするためには、具体的には、真空ポンプなどを使用し
て中空成形体内を吸引する方法が採用できる。例えば、上記のような高温（高圧）のスチ
ームを供給する場合には、吸引側の吸引圧力を－０．０９～－０．０６ＭＰａ（Ｇ）とし
てスチームを排出することが好ましい。
【００４５】
　さらに、スチームピンの供給口の断面積を小さくする方法が挙げられる。スチームの流
速を速くするためには、スチームピン１本あたりの供給口の開口面積が２ｃｍ２／本以下
であることが好ましい。特に、スチーム供給量およびスチーム流速が調整しやすいため、
上記開口面積は０．２～１．８ｃｍ２／本がより好ましく、０．４～１．４ｃｍ２／本が
更に好ましい。
【００４６】
　スチームピンの挿入方向が一方向である場合には、スチームピンの側面のみに供給口及
び／又は排出口を有すれば良いが、スチームピンの挿入方向が相対向する二方向である場
合には、側面のみではなくピンの先端にも供給口及び／又は排出口を有することが好まし
い。
【００４７】
　本発明におけるスチームピンの内径はスチーム供給量、スチーム排出量、スチーム流速
が調整しやすいことから、１．５～６．０ｍｍが好ましく、２．０～４．０ｍｍがさらに
好ましい。一方、スチームピンの外径が小さすぎるとスチームピンの内径が小さくなって
スチーム供給量やスチーム排出量が少なくなりやすいため、Ｔ１、Ｔ２が達成できない虞
がある。スチームピンの素材にもよるが、例えばスチームピンが鋼管である場合には、表
皮被覆発泡成形体の成形時に必要な強度を確保するためには、スチームピンの肉厚は概ね
２ｍｍ以上必要とされることから、スチームピンの直径は５．５ｍｍ以上であることが好
ましく、６ｍｍ以上であることがより好ましい。一方、直径が大きすぎると成形体表面に
スチームピンの痕跡が大きくなり、意匠性の面で不利になるため、スチームピンの外径は
１５ｍｍ以下であることが好ましく、１０ｍｍ以下であることがより好ましい。
【００４８】
　上記［ｂ］の発泡粒子の二次発泡能力を抑制する方法として、例えば、発泡剤含有量の
少ない発泡粒子を使用する方法が例示できる。発泡粒子の発泡剤含有量を、通常一般に使
用されている発泡粒子内の含有量よりも少ない含有量、すなわち発泡粒子１ｍ３当たり６
０～２５０ｇに調整された発泡粒子を使用することが好ましい。通常一般には、発泡剤含
有量が発泡粒子１ｍ３当たり３００ｇを超えるような発泡粒子が使用されるが、発泡剤含
有量が少ない発泡粒子を使用することにより、本発明の高温のスチームを使用する成形条
件においては、発泡粒子の二次発泡能力と最終到達二次発泡倍率とのバランスに特に優れ
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たものとなるため、上記Ｔ１及びＴ２の温度範囲を達成することが容易となり、発泡粒子
相互を十分に融着させ、かつ表皮と発泡粒子成形体とを十分に融着させることができる。
【００４９】
　また、シード重合法等の方法により発泡粒子の表面付近の分子量を相対的に高く調整し
た発泡粒子、流動パラフィンやグリセリントリステアレートなどで発泡粒子表面をコート
した発泡粒子、本出願人が特願２００７－２８３３０２号で提案したような発泡粒子の表
面に網目模様状の多数の窪みが存在する発泡粒子などを使用しても、発泡粒子の二次発泡
能力を抑えることが可能である。
【００５０】
　二次発泡速度を抑制した発泡粒子の使用は、スチームピン同士の間隔を極端に狭くしな
くても、Ｔ１及びＴ２を前記温度範囲内とすることができるため、意匠性の面で有利であ
る。さらに、発泡成形体自体の肉厚が薄い製品、例えば、比表面積（表面積［ｃｍ２］／
容積［ｃｍ３］）が０．４以上の薄物製品であるため、スチームピンの挿入位置が限られ
てしまい、スチームピン同士の間隔を狭くし難い場合であっても、スチームを確実に排出
側のピンへと到達させＴ２を上記範囲内に制御することが可能となる利点もある。かかる
観点から、発泡粒子の発泡剤含有量は、より好ましくは発泡粒子１ｍ３当たり８０～２４
０ｇであり、さらに好ましくは発泡粒子１ｍ３当たり１００～２００ｇである。
【００５１】
　本発明において、発泡粒子中の発泡剤含有量は、［発泡粒子の基材樹脂のガラス転移温
度＋５℃］の雰囲気下にて発泡粒子を３０分間加熱して発泡粒子内に存在する発泡剤を逸
散させ、その重量減少分から求められる値である。具体的には、まず、適量の発泡粒子を
サンプルとして重量（Ｗ１）を測定する。次いで、このサンプルを［発泡粒子の基材樹脂
のガラス転移温度＋５℃］の温度に調整したオーブン中で３０分間加熱する。加熱終了後
オーブンから取り出し再び重量（Ｗ２）を測定する。Ｗ１からＷ２を差し引きすることに
よりオーブン中での重量減少を求め、その値をＷ１で除することにより、発泡粒子中の単
位重量あたりの発泡剤含有量を求める。この値に予め求めておいた発泡粒子の見かけ密度
を乗ずることにより、発泡粒子中の単位体積あたりの発泡剤含有量を求めることができる
。加熱装置としては、タバイ株式会社製ギアオーブンＧＰＨ－２００などが使用できる。
【００５２】
　上記コーティング剤としては例えば、流動パラフィン、グリセリンジアセトモノラウレ
ート、グリセリントリステアレート、フタル酸ジ－２－エチルヘキシル、アジピン酸ジ－
２－エチルヘキシル等を用いることができる。コーティング剤はスチレン系樹脂粒子重合
時や予備発泡時に添加することができる。
【００５３】
　表皮と発泡粒子成形体との間の接着力をより高めるためには、製造する表皮被覆発泡粒
子成形体の比表面積が大きい場合、特に比表面積が０．４ｃｍ２／ｃｍ３以上の場合には
、スチームピンを中空成形体周縁の側面から、すなわち金型の側面から中空成形体内へ挿
入することが好ましい。さらに、スチームピンを中空成形体周縁の対向する両側面から、
すなわち金型の両側面から中空成形体内に挿入し、一側面側をスチーム供給側とし他側面
側をスチーム排出側とすることがより好ましい。さらに、供給側スチームピンと排出側ス
チームピンとの距離を４００ｍｍ以下とすることがより好ましい。供給側スチームピンと
排出側スチームピンとの相互間距離が小さければ小さいほどＴ１及びＴ２を上記温度範囲
に制御しやすくなるので、その距離は３５０ｍｍ以下であることがさらに好ましく、特に
好ましくは３００ｍｍ以下である。
【００５４】
　一方、スチームピン挿入跡は空隙部となるため、スチームピン間の距離が近すぎると表
皮被覆発泡成形体内の空隙部が多くなり、成形体の機械的強度が低下するため好ましくな
い。かかる観点から、隣接する供給側スチームピンと排出側スチームピンの相互間距離は
１５０ｍｍ以上であることが好ましく、より好ましくは２００ｍｍ以上であり、さらに好
ましくは２５０ｍｍ以上である。
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【００５５】
　また、表皮と発泡粒子成形体との間の十分な接着強度を得るためには、金型側面からス
チームピンを挿入する場合には、スチームピンと金型面側の表皮との距離は、５０ｍｍ以
下が好ましく、３０ｍｍ以下がより好ましい。
【００５６】
　上記比表面積とは、表皮被覆発泡成形体の表面積［ｃｍ２］を該成形体の容積［ｃｍ３

］で除した値であり、その値が大きいほど、成形体が厚みの薄い形状であることを意味す
る。なお、表面に凹凸のある成形体にあっては、その表面を平面的に捉えて表面積を算出
する。
　成形性を考慮すると、比表面積の下限は、概ね０．０４ｃｍ２／ｃｍ３程度である。断
熱パネルなどの用途に使用する場合には、比表面積が０．４ｃｍ２／ｃｍ３以上であるこ
とがさらに好ましい。一方、比表面積が大きくなるにつれて、すなわち表皮被覆発泡成形
体の製品厚みが薄くなるにつれて、表皮被覆発泡成形体の製造自体が難しくなる傾向にあ
り、比表面積の上限は概ね１．５ｃｍ２／ｃｍ３程度である。
【００５７】
　本発明において、金型内において樹脂パリソンに圧縮空気を吹き込み中空成形体を形成
し、該中空成形体内に発泡粒子を充填し、次いで該中空成形体内にスチームを導入し発泡
粒子を二次発泡させ発泡粒子相互を融着させる工程で、型締め時の金型温度を、［中空成
形体の基材樹脂のガラス転移温度－３０℃］～［中空成形体の基材樹脂のガラス転移温度
＋３０℃］の範囲内の温度に制御し、前記の加熱条件、従来よりも高温（高圧）のスチー
ムを供給し、その高温のスチームを速やかに中空成形体内に流通させることとの相乗効果
により、中空成形体からなる表皮内面がスチームにより溶融し易い状態となり、表皮と発
泡粒子成形体との間の接着強度を高めるとともに、発泡粒子相互間の融着性を高めること
ができる。
【００５８】
　中空成形体成形時の金型温度が［中空成形体の基材樹脂のガラス転移温度－３０℃］未
満の温度では、中空成形体内面を溶融し易い状態とすることができないため表皮と発泡粒
子成形体との接着を高める効果が得られず、表皮と発泡粒子成形体との接着強度が弱いも
のとなってしまう。一方、金型温度が［中空成形体の基材樹脂のガラス転移温度＋３０℃
］を超える高い温度の場合には、中空成形体が未だ軟化状態にある為スチームピン挿入時
に中空成形体を大きく変形させてしまったり、中空成形体の熱量により発泡粒子を溶融さ
せたりしてしまうため、成形体の表面外観が著しく悪くなり好ましくない。かかる観点か
ら、上記金型温度の下限は［中空成形体の基材樹脂のガラス転移温度－２５℃］であるこ
とが好ましい。一方その上限は［中空成形体の基材樹脂のガラス転移温度＋１０℃］であ
ることが好ましく、より好ましくは［中空成形体の基材樹脂のガラス転移温度］であり、
さらに好ましくは［中空成形体の基材樹脂のガラス転移温度－１０℃］である。
【００５９】
　本発明の製造方法によると、従来製造することができなかった、表皮の平均厚みが３．
５mm未満と薄い場合であっても表皮と発泡粒子成形体とが強固に接着一体化した表皮被覆
発泡成形体を製造することができる。軽量化の観点からは、表皮の平均厚みは薄ければ薄
いほどよいが、表皮の平均厚みは薄すぎると、表皮と発泡粒子成形体との間で十分な接着
強度が得られなくなる虞があるばかりか、発泡粒子形状が表面に浮き出て、成形品表面の
外観が低下し意匠性が損なわれることや、実用上の強度を満足できない等の虞がある。か
かる観点から、表皮の平均厚みの上限は３ｍｍ以下であることが好ましく、より好ましく
は２．５ｍｍ以下であり、その下限は、０．５ｍｍ以上が好ましく、より好ましくは０．
７ｍｍ以上であり、さらに好ましくは１ｍｍ以上である。
　一方、表皮厚みが３．５ｍｍ以上の場合には製品成形体の軽量化は得られないが、３．
５ｍｍ以上の場合であっても、本発明の製造方法により、表皮と発泡粒子成形体とが従来
よりも強固に接着した表皮被覆発泡成形体を製造することができ、さらに、従来の製造方
法よりも成形サイクルを短縮することもできる。
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【００６０】
　本発明における表皮厚みとは、表皮被覆発泡成形体から少なくとも１０箇所の測定点を
任意に選択し、各測定点における表皮の厚みの算術平均値を意味する。ただし、リブ部や
角部などの大きく変形した部分は測定点としない。表皮厚みの測定方法としては、表皮被
覆発泡成形体を切断してその表皮断面を厚みゲージなどにより直接計測して求める方法や
、表皮被覆発泡成形体を破壊せずに超音波厚み計などにより測定する方法などの従来公知
の測定方法を採用することができる。
【００６１】
　本発明における表皮を形成する中空成形体に使用されるポリスチレン系樹脂は、例えば
、ポリスチレン、耐衝撃性ポリスチレン系樹脂（ＨＩＰＳ）、スチレン－ブタジエン－ス
チレン共重合体、スチレン－アクリロニトリル共重合体、アクリロニトリル－スチレン－
アクリレート共重合体、アクリロニトリル－ブタジエン－スチレン共重合体（ＡＢＳ）等
が例示される。これらは１種又は２種以上の混合物で用いられる。また、耐衝撃性の改良
などを目的として、上記ポリスチレン系樹脂に、スチレン－イソプレン－スチレン共重合
体、スチレン－ブタジエン－スチレン共重合体や、それらの完全水素添加物又は部分水素
添加物等の熱可塑性スチレン系エラストマーを混合することもできる。
【００６２】
　なお、型締め時の金型温度は、中空成形体が２層以上の多層構造である場合には、最も
内側の層の基材樹脂のガラス転移温度を基準として決定する。さらに、中空成形体の基材
樹脂として２種以上の樹脂を混合して使用する場合には、最も混合比率（重量比）が高い
樹脂のガラス転移温度を基準とし、最も混合比率が高い樹脂が２種以上ある場合には、そ
れらの中で最も高いガラス転移温度を基準とする。また、中空成形体の基材樹脂として使
用する樹脂が２以上のガラス転移温度を示す場合には、それらの中で最も高いガラス転移
温度を基準とする。
【００６３】
　本発明による表皮被覆発泡成形体の表皮は、ＪＩＳ　Ｋ７１１１に準じてノッチ付き試
験片により測定されるシャルピー衝撃強さ（ＩＳＯ　１７９）が４kJ／ｍ２以上であるこ
とが実用上好ましい。衝撃強さを上記範囲内に調整しつつ、剛性も確保するためには、表
皮を形成するポリスチレン系樹脂としては、耐衝撃性ポリスチレンやＡＢＳ樹脂などの耐
衝撃性に優れるポリスチレン系樹脂を単独で使用するか、スチレンの単独重合体である汎
用ポリスチレンに耐衝撃性ポリスチレン及び／又は熱可塑性スチレン系エラストマーを混
合したものを使用することが好ましい。例えば、汎用ポリスチレンに耐衝撃性ポリスチレ
ンを混合する場合には、耐衝撃性ポリスチレンの混合比率を３０重量％以上とすることが
好ましい。
【００６４】
　特に、表皮の厚みが３．５ｍｍ未満と薄い場合には、表皮被覆発泡成形体を金型から離
型する際に表皮に亀裂等の破壊が発生しやすいため、この破壊を防ぐために、表皮基材樹
脂中の耐衝撃性ポリスチレンの混合比を４０重量％以上とすることが好ましく、５０重量
％以上とすることがより好ましい。
【００６５】
　一方、大型の中空成形体を成形する場合又は多数個取りを行う場合に、パリソンの長さ
が１．５ｍ以上となると、パリソンのドローダウンが大きくなりやすく中空成形体を形成
することが難しくなる傾向にある。パリソンのドローダウン性を改善するために、上記汎
用ポリスチレンとして、長鎖分岐を有する高溶融張力の汎用ポリスチレン、具体的には、
２００℃における溶融張力が２０ｃＮ以上である汎用ポリスチレンを使用することが好ま
しい。高溶融張力の汎用ポリスチレンを耐衝撃性ポリスチレン系樹脂に混合して使用する
ことにより、所望の中空成形体の耐衝撃性を維持したまま、パリソンのドローダウン性を
効果的に改善することができる。その混合量は２０重量％以上であることが好ましく、３
０重量％以上であることがより好ましい。このような高溶融張力の汎用ポリスチレンとし
ては、例えば、ＰＳジャパン株式会社からグレード名Ｇ９４０１やＨＨ３２などとして市
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販されているので、これを入手して使用すればよい。
【００６６】
　したがって、表皮の厚みが３．５ｍｍ未満であり、パリソンの長さが１．５ｍ以上とな
るような場合には、表皮の基材樹脂を高溶融張力汎用ポリスチレンと耐衝撃性ポリスチレ
ンとの混合物とし、その混合比を６０：４０～２０：８０とすることが好ましく、５０：
５０～３０：７０とすることがより好ましい。
【００６７】
　上記溶融張力は、株式会社東洋精機製作所製のキャピログラフ１Ｄによって測定される
値である。具体的には、シリンダー径９．５５ｍｍ、長さ３５０ｍｍのシリンダーと、ノ
ズル径２．０９５ｍｍ、長さ８．０ｍｍのオリフィスを用い、シリンダー及びオリフィス
の設定温度を２００℃とし、ポリスチレン系樹脂試料の必要量を該シリンダー内に入れ、
４分間放置してから、ピストン速度を１０ｍｍ／分として溶融樹脂をオリフィスから紐状
に押出して、この紐状物を直径４５ｍｍの張力検出用プーリーに掛け、４分で引き取り速
度が０ｍ／分から２００ｍ／分に達するように一定の増速で引取り速度を増加させながら
引取りローラーで紐状物を引取って紐状物が破断した際の直前の張力の極大値を得る。こ
こで、引取り速度が０ｍ／分から２００ｍ／分に達するまでの時間を４分とした理由は、
樹脂の熱劣化を抑えるとともに得られる値の再現性を高めるためである。上記操作を異な
る試料を使用し、計１０回の測定を行い、１０回で得られた極大値の最も大きな値から順
に３つの値と、極大値の最も小さな値から順に３つの値を除き、残った中間の４つの極大
値を相加平均して得られた値を本発明方法における溶融張力（ｃＮ）とする。
【００６８】
　但し、上記した方法で溶融張力の測定を行い、引取り速度が２００ｍ／分に達しても紐
状物が切れない場合には、引取り速度を２００ｍ／分の一定速度にして得られる溶融張力
（ｃＮ）の値を採用する。詳しくは、上記測定と同様にして、溶融樹脂をオリフィスから
紐状に押出して、この紐状物を張力検出用プーリーに掛け、４分間で０ｍ／分から２００
ｍ／分に達するように一定の増速で引取り速度を増加させながら引取りローラーを回転さ
せ、回転速度が２００ｍ／分になるまで待つ。回転速度が２００ｍ／分に到達してから溶
融張力のデータの取り込みを開始し、３０秒後にデータの取り込みを終了する。この３０
秒の間に得られたテンション荷重曲線から得られたテンション最大値（Ｔｍａｘ）とテン
ション最小値（Ｔｍｉｎ）の平均値（Ｔａｖｅ）を本発明方法における溶融張力とする。
ここで、上記Ｔｍａｘとは、上記テンション荷重曲線において、検出されたピーク（山）
値の合計値を検出された個数で除した値であり、上記Ｔｍｉｎとは、上記テンション荷重
曲線において、検出されたディップ（谷）値の合計値を検出された個数で除した値である
。
　尚、当然のことながら上記測定において溶融樹脂をオリフィスから紐状に押出す際には
該紐状物に、できるだけ気泡が入らないようにする。
【００６９】
　本発明において発泡粒子の嵩密度に特に制限はなく、一般に使用されている嵩密度１０
～１００ｋｇ／ｍ３の発泡粒子を使用することができるが、スチームによる二次発泡能の
制御がさらに容易となるため、発泡粒子の嵩密度は１５～４０ｋｇ／ｍ３であることが好
ましく、１５～３０ｋｇ／ｍ３であることがより好ましい。
【００７０】
　本発明における発泡粒子を製造する方法としては、通常汎用されている発泡粒子を製造
する方法が適用される。例えば、密閉容器内でスチレン等の芳香族ビニル系モノマーを水
性媒体中に懸濁剤と共に撹拌・分散させ懸濁重合を行い、その途中もしくは終了後に発泡
剤、例えば脂肪族炭化水素や、可塑剤などを含浸させることにより発泡性スチレン系樹脂
粒子を製造することができる。この発泡性ポリスチレン系樹脂粒子を加熱発泡させること
により、所要の発泡密度を有する発泡粒子とされる。
【００７１】
　本発明の製造方法において使用されるスチレン系樹脂発泡粒子の基材樹脂であるスチレ
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ン系樹脂として、芳香族ビニル系モノマーの単独重合体または２種以上の芳香族ビニル系
モノマーの共重合体、更に５０重量％超の芳香族ビニル系モノマーと該モノマーと共重合
可能な５０重量％未満の芳香族ビニル系モノマー以外のコモノマー成分との共重合体、更
に前記単独重合体又は共重合体のみならず、それらの重合体の誘導体が挙げられる。なお
、上記スチレン系樹脂中の芳香族ビニル系モノマー成分単位の割合は６０～１００重量％
であることが好ましく、７０～１００重量％であることがより好ましい。このような場合
、物性面において均一性に優れるものとなる。
【００７２】
　上記の芳香族ビニル系モノマーとしては、スチレン、α－メチルスチレン、ｏ－メチル
スチレン、ｍ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、ビニルトルエン、ｐ－エチルスチ
レン、２，４－ジメチルスチレン、ｐ－メトキシスチレン、ｐ－フェニルスチレン、ｐ－
ｎ－ブチルスチレン、ｐ－ｎ－ヘキシルスチレン、ｐ－オクチルスチレン、ｐ－ｔ－ブチ
ルスチレン、ｏ－クロロスチレン、ｍ－クロロスチレン、ｐ－クロロスチレン、２，４－
ジクロロスチレン、２，４，６－トリブロモスチレン、スチレンスルホン酸、スチレンス
ルホン酸ナトリウム等が挙げられる。また、上記の芳香族ビニル系モノマー以外のコモノ
マー成分としては、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸プロピル、アクリ
ル酸ブチル、アクリル酸－２－エチルヘキシル等のアクリル酸の炭素数が１～１０のアル
キルエステル；メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタクリル酸プロピル、メタ
クリル酸ブチル、メタクリル酸－２－エチルヘキシル等のメタクリル酸の炭素数が１～１
０のアルキルエステル；アクリロニトリル、メタクリロニトリル等のニトリル基含有不飽
和化合物等が挙げられる。
【００７３】
　本発明のスチレン系樹脂発泡粒子の基材樹脂は、発泡性に優れる点、得られる発泡粒子
の型内成形性に優れる点、汎用性などの点からスチレン成分単位の割合は６０～１００重
量％であることがさらに好ましく、７０～１００重量％であることが特に好ましい。
【００７４】
　なお、発泡粒子として基材樹脂が異なる２種以上の発泡粒子を混合して使用する場合に
は、中空成形体内に供給するスチームの温度（チャンバー内における温度）、前記Ｔ１及
びＴ２の温度を決定する際に、最も混合比率（重量比）が高い発泡粒子の基材樹脂のガラ
ス転移温度を基準とし、最も混合比率が高い発泡粒子が２種以上ある場合には、それらの
中で最も低いガラス転移温度を基準とする。また、発泡粒子の基材樹脂が２以上のガラス
転移温度を示す場合には、それらの中で最も高いガラス転移温度を基準とする。
【００７５】
　本発明の製造方法において使用されるスチレン系樹脂発泡粒子の好ましい粒子径の範囲
としては、１．０～３．５ｍｍが好ましく、１．５～３．２ｍｍがさらに好ましい。発泡
粒子の粒子径が上記範囲であることにより、得られる成形体が優れた機械的物性を有する
と共に、成形時に中空成形体の細部や薄肉部への発泡粒子の充填性にも優れたものとなる
。
【００７６】
　本発明において、発泡粒子内の発泡剤含有量を通常のポリスチレン系樹脂発泡粒子より
も少量、すなわち発泡粒子内発泡剤含有量を前記範囲に調整する方法としては、いかなる
方法も採用することができる。例えば、従来一般的な量の発泡剤を含有する発泡性樹脂粒
子を加熱発泡させ発泡粒子とした後、発泡剤を発泡粒子から逸散させて所定量に減量する
まで通気性の容器内に保管することにより発泡剤含有量を調整する方法や、発泡性樹脂粒
子の製造時にあらかじめ発泡剤量を従来よりも少ない量に調整して発泡剤含有量の少ない
発泡性樹脂粒子を製造し、通常よりも高温のスチームで所定の発泡倍率まで予備発泡させ
ることにより、発泡剤含有量を少なく調整した発泡粒子を得る方法などが挙げられる。こ
れらの方法の中でも、最終的な表皮被覆発泡成形体の機械的強度が優れたものとなること
から、発泡剤を発泡粒子から逸散させ、所定量に減量するまで保管することにより発泡剤
含有量を少ない量に調整する方法が好ましい。
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【００７７】
　本発明における発泡粒子の製造に使用される発泡剤は、従来のポリスチレン系樹脂発泡
粒子の製造に使用される、プロパン、ノルマルブタン、イソブタン、ペンタン、シクロペ
ンタンなどの炭化水素、塩化メチル、塩化エチルなどの塩素化炭化水素、空気、二酸化炭
素、窒素などの無機ガス等が使用できる。それらの発泡剤の中でも、発泡粒子内の残存発
泡含有量を制御しやすいことからノルマルブタン、イソブタン、ペンタン、シクロペンタ
ンなどの炭化水素の使用が好ましい。
【００７８】
　表皮と発泡粒子成形体との接着力が不十分であると成形体の機械的強度、特に曲げ剛性
及び曲げ強さが低くなるため、使用できる用途が限定されてしまい実用性に乏しいものと
なる。したがって、表皮の厚みが薄くかつ成形体自体の厚みも薄い表皮被覆発泡成形体を
、高い機械的強度が要求される用途、例えば風呂蓋として使用する場合などには、表皮と
発泡粒子成形体とが強固に接着している必要がある。両者の接着が不十分であると表皮と
発泡粒子成形体との界面で界面剥離が生じる。一方、両者が十分に融着されていると、両
者間の接着強度が発泡粒子の材料強度又は発泡粒子成形体の発泡粒子間の接着強度を上回
るため、発泡粒子成形体において発泡粒子間の剥離又は発泡粒子の材料破壊が生じる。十
分な接着力という観点から、表皮と発泡粒子成形体とを剥離させる表皮剥離試験において
、発泡粒子成形体が材料破壊を生じることが望ましく、発泡粒子成形体の材料破壊率は３
０％以上であることが好ましく、より好ましくは５０％以上であり、さらに好ましくは７
０％以上である。なお、本発明においては、発泡粒子間の剥離又は発泡粒子の材料破壊の
両者を併せて発泡粒子成形体の「材料破壊」という。
【００７９】
　上記材料破壊は、発泡粒子成形体の見かけ密度にもよるが、表皮と発泡粒子成形体との
接着強度が概ね０．２ｋｇｆ／ｃｍ２以上となると発生することから、表皮と発泡粒子成
形体との間の接着強度は０．２ｋｇｆ／ｃｍ２以上であることが好ましく、０．３ｋｇｆ
／ｃｍ２以上であることがより好ましく、０．４ｋｇｆ／ｃｍ２以上であることがさらに
好ましい。発泡粒子成形体の機械的強度が律速となるため、表皮と発泡粒子成形体とが完
全に融着している場合には接着強度の上限は概ね１．２ｋｇｆ／ｃｍ２程度となる。
【００８０】
　本発明において、表皮と発泡粒子成形体との接着性を評価する表皮剥離試験は以下のよ
うに行う。測定用試験片として、表皮被覆発泡成形体から５０ｍｍ×５０ｍｍ×（成形体
厚み）に切り出す。ただし、成形体の厚みが２００ｍｍを超える場合には、表皮から厚み
方向２００ｍｍまでを切り出して試験片とする。この試験片の上下面を接着剤にて接着強
度測定用冶具に強固に接着させ、引張強度試験機テンシロンなどの測定装置を使用して、
１０ｍｍ／分の引張速度にて引張試験を行なう。このとき、表皮の接着面側の全表面積か
ら、表皮と発泡粒子成形体とが界面剥離した部分の面積を差し引き、その値を表皮の接着
面側の全表面積で除した値の百分率を表皮剥離試験における発泡粒子成形体の材料破壊率
（％）とする。また、表皮剥離試験時の最大点応力を接着強度（ｋｇｆ／ｃｍ２）とする
。
【００８１】
　本発明における表皮被覆発泡成形体を構成する発泡粒子成形体の見かけ密度は、１５～
４０ｋｇ／ｍ３であることが好ましく、１５～３０ｋｇ／ｍ３であることがより好ましい
。発泡粒子成形体の見かけ密度が上記範囲内であると、表皮被覆発泡成形体が実用的な強
度と軽量性とを兼ね備えたものとなる。
【実施例】
【００８２】
　以下、実施例を挙げて本発明を更に詳細に説明する。なお、本発明に示す評価結果は比
較例との対比により本発明の効果を相対的に示すものであり、本発明は実施例に限定され
るものではない。
【００８３】
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［表皮の厚み］
　表皮被覆発泡成形体の表皮厚みは下記の方法により求めた。得られた表皮被覆発泡成形
体の板面において板面の外周から５０ｍｍ以上内側の部分から任意の１０箇所を測定点と
して選択し、ＪＦＥアドバンテック株式会社製超音波厚さ計（形式：ＴＩ－６５Ｗ、Ｂ探
触子）を使用して、音速をポリスチレン測定用の２３４０ｍ／ｓｅｃに設定し、各測定点
における表皮厚みを測定した。この測定を両板面に対して行い、それらの測定値を算術平
均した値を表皮被覆発泡成形体の表皮の厚み［ｍｍ］とした。
【００８４】
［ガラス転移温度］
　中空成形体基材樹脂のガラス転移温度及び発泡粒子基材樹脂のガラス転移温度は、ＪＩ
Ｓ　Ｋ７１２１－１９８７に準拠した以下の方法により測定した。まず、中空成形体基材
樹脂のガラス転移温度を測定する場合には中空成形体形成用樹脂ペレット約１ｇを、発泡
粒子基材樹脂のガラス転移温度を測定する場合には発泡粒子約１ｇを２００ｍｌのクロロ
ホルムに溶解させた後、その溶液にメタノール７００ｍｌを添加して基材樹脂を再沈殿さ
せた。沈殿した基材樹脂を濾過により分離し、１２０℃の雰囲気下で４時間乾燥させた。
乾燥後、約１０ｍｇを測定用試料として採取し、測定装置としてティー・エイ・インスツ
ルメント社製ＤＳＣＱ１０００を使用して、窒素ガス流量３０ミリリットル／分の条件下
にて、加熱速度１０℃／分で２２０℃まで昇温してその温度で１０分間保持し、その後、
冷却速度１０℃／分で３０℃まで冷却して試験片の状態調節を行い、再度、加熱速度２０
℃／分で２２０℃まで昇温してＤＳＣ曲線を得た。２回目の昇温時のＤＳＣ曲線から中間
点ガラス転移温度を求めた。
【００８５】
［発泡剤含有量］
　発泡粒子中の発泡剤含有量は上記した重量変化法により測定した。装置として、タバイ
株式会社製ギアオーブンＧＰＨ－２００を使用した。約２ｇの発泡粒子をサンプルとして
採取し、その重量を小数点第４位まで秤量し、初期重量Ｗ１［ｇ］を求めた。このサンプ
ルを、ダンパー開度を６０％とし、オーブン内温度を［発泡粒子の基材樹脂のガラス転移
温度＋５℃］に調整したオーブン中に載置して３０分間加熱した。加熱後、サンプルをオ
ーブンから取り出し、その重量を小数点第４位まで秤量し、加熱後重量Ｗ２［ｇ］を求め
た。Ｗ１からＷ２を引き算することによりオーブン中での重量減少分［ｇ］を求め、その
値をＷ１で除し、単位換算することにより、発泡粒子１ｋｇあたりの発泡剤含有量［ｇ／
ｋｇ］を求めた。この値に予め求めておいた発泡粒子の見かけ密度［ｋｇ／ｍ３］を乗ず
ることにより、発泡粒子中の１ｍ３あたりの発泡剤含有量［ｇ／ｍ３］を求めた。
【００８６】
「発泡粒子の見かけ密度及び嵩密度」
　水の入ったメスシリンダー内に重量：Ｗ［ｇ］の発泡粒子群を、金網を使用して沈める
ことにより、水位上昇分から読取れる該発泡粒子群の体積：Ｖ［Ｌ］を測定し、該発泡粒
子群の重量を該発泡粒子郡の体積にて除し（Ｗ／Ｖ）、単位を［ｋｇ／ｍ３］に換算する
ことにより発泡粒子の見かけ密度［ｋｇ／ｍ３］を求めた。さらに、該見かけ密度を１．
６で除することにより発泡粒子の嵩密度［ｋｇ／ｍ３］を求めた。
【００８７】
［Ｔ１及びＴ２の測定方法］
　Ｔ１及びＴ２は以下の方法により測定した。中空成形体内にスチームピンを挿入する際
に、各スチームピンごとに熱電対を１本ずつ沿わせて、スチームピン先端と熱電対の先端
とが一致する深さまで熱電対を中空成形体内に挿入した。それらの熱電対により、各スチ
ームピンごとに一度目のスチーム加熱開始から加熱終了までの温度変化を測定して、各ス
チームピンごとに加熱中の供給側の最高到達温度Ｔ１及び排出側の最高到達温度Ｔ２を求
めた。なお、前記したように、Ｔ１については、全ての供給側スチームピンにおいて発泡
粒子基材樹脂の［ガラス転移温度＋１０℃］～［ガラス転移温度＋３０℃］を満足する必
要があるので、各スチームピンにおいて測定値されたＴ１の最高値と最低値とを表中に記
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載した。また、Ｔ２については、全ての排出側スチームピンにおいて発泡粒子基材樹脂の
［ガラス転移温度－５℃］以上を満足する必要があるので、各スチームピンにおいて測定
されたＴ２の最低値を表中に記載した。
【００８８】
　以下、中空成形体内に供給されるスチームの圧力はスチームチャンバーにおけるスチー
ム圧力（ゲージ圧）を意味し、排気側の圧力は吸引圧力（ゲージ圧）を意味する。
【００８９】
［スチレン系樹脂発泡粒子］
　ポリスチレン（表中「ＧＰ」と記載）を基材樹脂とし、ブタン１．６重量％及びシクロ
ヘキサン１．４重量％を含有する発泡性ポリスチレン樹脂粒子を、１０２℃の雰囲気下で
予備発泡し、嵩密度２１ｋｇ／ｍ３、平均粒子径３．１ｍｍのポリスチレン発泡粒子を得
た。得られた発泡粒子を常温下にて保存することにより、発泡粒子中の発泡剤を逸散させ
て、発泡粒子中の発泡剤含有量を調整した。
【００９０】
実施例１
　ＰＳジャパン株式会社製耐衝撃性ポリスチレン（商品名：ＰＳＪ‐ポリスチレン、グレ
ード名：Ｈ０１０４、表中「ＨＩ１」と記載）とＰＳジャパン株式会社製汎用ポリスチレ
ン（商品名：ＰＳＪ‐ポリスチレン、グレード名：Ｇ９４０１、表中「ＧＰ１」と記載）
とを表１に示す配合割合にてドライブレンドし、内径６５ｍｍの押出機に供給し、１８５
℃にて加熱溶融し、表皮用溶融樹脂とした。
　次いで、該溶融樹脂を１８５℃に調整したアキュムレーターに充填し、該溶融樹脂を該
アキュムレーターの下流側に連結されたダイから押出してパリソンを形成した。
　次に、得られた軟化状態にあるパリソンをダイ直下に位置する、表１に示す温度に調整
された平板形状の分割金型（金型成形空間部の寸法：縦１９０ｃｍ、横９０ｃｍ、厚み４
ｃｍ、比表面積：０．５３ｃｍ２／ｃｍ３）間に配置して、型締め後、パリソンの内部に
加圧気体（空気）を吹込み、表１に示す厚みの中空成形体（表皮）を形成した。
【００９１】
　次に、中空成形体内に、外径１０ｍｍ、内径６ｍｍ（肉厚２ｍｍ）のスチームピン４０
本を５行８列の格子状に、かつ各スチームピンのピッチ間隔２００ｍｍに配置し、一方の
金型面から他方の金型面に向かって深さ３５ｍｍまで中空成形体内に挿入した。次いで、
中空成形体内部に、ポリスチレン系樹脂発泡粒子として、表１に示す嵩密度であり、表１
に示す発泡剤含有量に調整したポリスチレン発泡粒子を充填した。発泡粒子の基材樹脂の
ガラス転移温度は１０５℃であった。中空成形体内に発泡粒子を充填する際、スチームピ
ンより、中空成形体内の空気を排出させながら発泡粒子を充填した。空気排出後、挿入さ
れたスチームピンのうち半数の２０本をスチーム供給側とし残りの２０本を排出側として
市松模様のごとく配置して、排出側のピンから－０．０８ＭＰａ（Ｇ）で吸引しながら、
供給側のピンから０．２１ＭＰａ（Ｇ）のスチームを１５秒間供給した。このときのスチ
ーム供給口におけるスチーム温度Ｔ１は各スチームピンにおいて全て１２２℃であり、ス
チーム排出口におけるスチーム温度Ｔ２の最低値は１０６℃であった。次いで、スチーム
を供給していたピンを排出側とし、排出していたピンを供給側として、排出側のピンから
－０．０８ＭＰａ（Ｇ）で吸引しながら、供給側のピンから０．２１ＭＰａ（Ｇ）スチー
ムを１０秒間供給することによって、発泡粒子を加熱成形して、中空成形体内に発泡粒子
間の空隙が埋まり且つ相互の発泡粒子が融着した発泡粒子成形体を得た。
【００９２】
　次いで発泡粒子成形体の層内に挿入された前記スチームピンから吸引冷却した後、型を
開いて表皮被覆発泡成形体を取り出した。この成形体を４０℃、大気圧下で２４時間養生
して目的とする表皮被覆発泡成形体を得た。得られた表皮被覆発泡成形体は表皮内面と発
泡粒子成形体とが強固に融着されていた。得られた表皮被覆発泡成形体の接着強度等の諸
物性を表１に示す。
【００９３】
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実施例２
　ＰＳジャパン株式会社製耐衝撃性ポリスチレン（商品名：ＰＳＪ‐ポリスチレン、グレ
ード名：Ｈ０１０４、表中「ＨＩ１」と記載）とＰＳジャパン株式会社製汎用ポリスチレ
ン（商品名：ＰＳＪ‐ポリスチレン、グレード名：Ｇ９４０１、表中「ＧＰ１」と記載）
とを表１に示す配合割合にてドライブレンドし、内径６５ｍｍの押出機に供給し、１８５
℃にて加熱溶融し、表皮用溶融樹脂とした。
　次いで、該溶融樹脂を１８５℃に調整したアキュムレーターに充填し、該溶融樹脂を該
アキュムレーターの下流側に連結されたダイから押出してパリソンを形成した。
　次に、得られた軟化状態にあるパリソンをダイ直下に位置する、表１に示す温度に調整
された平板形状の分割金型（金型成形空間部の寸法：縦４２ｃｍ、横７３ｃｍ、厚み２ｃ
ｍ、比表面積：１．０８ｃｍ２／ｃｍ３）間に配置して、型締め後、パリソンの内部に加
圧気体（空気）を吹込み、表１に示す厚みの中空成形体（表皮）を形成した。
【００９４】
　次に、中空成形体内に、金型両側面のパーティング面から外径８ｍｍ、内径３ｍｍ（肉
厚２．５ｍｍ）のスチームピンを各々３本ずつ計６本、隣接するスチームピンのピッチ間
隔を１５０ｍｍとして、反対側の側面に向かって深さ２１５ｍｍまで中空成形体内に挿入
し、対向するスチームピンの先端の相互距離を３００ｍｍとした。次いで、中空成形体内
部に、ポリスチレン系樹脂発泡粒子として、表１に示す嵩密度であり、表１に示す発泡剤
含有量に調整したポリスチレン発泡粒子を充填した。発泡粒子の基材樹脂のガラス転移温
度は１０５℃であった。中空成形体内に発泡粒子を充填する際、該スチームピンから中空
成形体中の空気を排出させながら発泡粒子を充填した。空気排出後、充填された発泡粒子
の層内に挿入したスチームピンのうち、一方の側面側の３本のピンを供給側とし、他方の
側面側の３本のピンを排出側として、排出側のピンから－０．０８ＭＰａ（Ｇ）で吸引し
ながら、供給側のピンから０．２１ＭＰａ（Ｇ）のスチームを１５秒間供給した。このと
きの各スチームピンのスチーム供給口におけるスチーム温度Ｔ１は各スチームピンにおい
て全て１２２℃であり、排出口におけるスチーム温度Ｔ２の最低値は１０６℃であった。
次いで、スチームを供給していたピンを排出側とし、スチームを排出していたピンを供給
側として、排出側のピンから－０．０８ＭＰａ（Ｇ）で吸引しながら、供給側のピンから
０．２１ＭＰａのスチームを８秒間供給することにより、発泡粒子を加熱成形して、中空
成形体内に発泡粒子間の空隙が埋まり且つ相互の発泡粒子が融着した発泡粒子成形体を得
た。
　冷却した後、型を開いて表皮被覆発泡成形体を取り出した。この成形体を４０℃、大気
圧下で２４時間養生して表皮被覆発泡成形体を得た。得られた表皮被覆発泡成形体は表皮
内面と発泡粒子成形体とが強固に融着されていた。得られた表皮被覆発泡成形体の接着強
度等の諸物性を表１に示す。
【００９５】
実施例３、４
　実施例２に使用したのと同じ耐衝撃性ポリスチレンと汎用ポリスチレンとを表１に示す
配合割合にてドライブレンドし、内径６５ｍｍの押出機に供給し、１８５℃にて加熱溶融
し、表皮用溶融樹脂とした以外は実施例２と同様にして表皮被覆発泡成形体を得た。得ら
れた表皮被覆発泡成形体の諸物性を表１に示す。
【００９６】
実施例５
　ＰＳジャパン株式会社製耐薬品性耐衝撃性ポリスチレン（商品名：ＰＳＪ‐ポリスチレ
ン、グレード名：ＲＸ１００、表中「ＨＩ２」と記載）を内径６５ｍｍの押出機に供給し
、１８５℃にて加熱溶融し、表皮用溶融樹脂とした以外は実施例２と同様にして表皮付き
発泡成形体を得た。得られた表皮被覆発泡成形体の諸物性を表１に示す。
【００９７】
実施例６
　旭化成株式会社製アクリロニトリル・ブタジエン・スチレン共重合体（商品名：スタイ
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ラック－ＡＢＳ、グレード名：Ａ４５２１、表中「ＡＢＳ１」と記載）を内径６５ｍｍの
押出機に供給し、２３０℃にて加熱溶融し、表皮用溶融樹脂としたこと、発泡粒子として
発泡剤含有量を１９７ｇ／ｍ３に調整した発泡粒子を用いたこと以外は実施例２と同様に
して表皮被覆発泡成形体を得た。得られた表皮付き発泡成形体の諸物性を表１に示す。
【００９８】
実施例７
　表皮の平均厚みを１．０ｍｍとしたこと以外は実施例２と同様にして表皮被覆発泡成形
体を得た。得られた表皮被覆発泡成形体の諸物性を表１に示す。
【００９９】
実施例８
　表皮の平均厚みを２．５ｍｍとしたこと以外は実施例２と同様にして表皮被覆発泡成形
体を得た。得られた表皮被覆発泡成形体の諸物性を表１に示す。
【０１００】
実施例９
　発泡粒子として発泡剤含有量を１１８ｇ／ｍ３に調整した発泡粒子を用いたこと以外は
実施例２と同様にして表皮被覆発泡成形体を得た。このときのＴ２の最低値は１０７℃で
あった。得られた表皮被覆発泡成形体の諸物性を表１に示す。
【０１０１】
実施例１０
　発泡粒子として発泡剤含有量を１９７ｇ／ｍ３に調整した発泡粒子を用いたこと以外は
実施例２と同様にして表皮被覆発泡成形体を得た。このときのＴ２の最低値は１０３℃で
あった。得られた表皮被覆発泡成形体の諸物性を表１に示す。
【０１０２】
実施例１１
　供給側のスチームピンから０．２４ＭＰａ（Ｇ）のスチームを１３秒間供給し、次いで
、スチームを排出していたピンを供給側として、０．２４ＭＰａ（Ｇ）のスチームを５秒
間供給することにより発泡粒子を加熱成形したこと以外は実施例２と同様にして表皮被覆
発泡成形体を得た。このときのＴ１は各スチームピンにおいて全て１２５℃、Ｔ２の最低
値は１０９℃であった。得られた表皮被覆発泡成形体の諸物性を表１に示す。
【０１０３】
実施例１２
　供給側のスチームピンから０．１８ＭＰａ（Ｇ）のスチームを２０秒間供給し、次いで
、スチームを排出していたピンを供給側として、０．１８ＭＰａ（Ｇ）のスチームを１２
秒間供給することにより発泡粒子を加熱成形したこと以外は実施例２と同様にして表皮被
覆発泡成形体を得た。このときのＴ１は各スチームピンにおいて全て１１７℃、Ｔ２の最
低値は１０１℃であった。得られた表皮被覆発泡成形体の諸物性を表１に示す。
【０１０４】
実施例１３
　金型の温度を１００℃としたこと以外は実施例２と同様にして表皮被覆発泡成形体を得
た。このときのＴ１は各スチームピンにおいて全て１２４℃、Ｔ２の最低値は１０６℃で
あった。得られた表皮被覆発泡成形体の諸物性を表１に示す。
【０１０５】
実施例１４
　実施例１４は本発明の製造方法に係る実施例である。表皮の平均厚みを４．０ｍｍとし
たこと以外は実施例１と同様にして表皮被覆発泡成形体を得た。得られた表皮被覆発泡成
形体の諸物性を表１に示す。従来の製造方法（参考例１）と比べて、得られた表皮被覆発
泡成形体は表皮と発泡粒子成形体との接着性に優れ、さらに成形サイクルも短縮可能とな
った。
【０１０６】
比較例１
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　０．１２ＭＰａ（Ｇ）のスチームを１５秒間供給し、次いで、スチームを排出していた
ピンを供給側として、０．１２ＭＰａ（Ｇ）のスチームを１０秒間供給することにより発
泡粒子を加熱成形したこと以外は、実施例１と同様にして表皮被覆発泡成形体を得た。こ
のときのＴ１は各スチームピンにおいて全て１０８℃、Ｔ２の最低値は８６℃であった。
得られた表皮被覆発泡成形体の諸物性を表２に示す。Ｔ１の温度が低すぎるため、表皮の
内側を溶融させることができず、表皮と発泡粒子成形体との接着強度が低い表皮被覆成形
体しか得られなかった。
【０１０７】
比較例２
　０．１２ＭＰａ（Ｇ）のスチームを１５秒間供給し、次いで、スチームを排出していた
ピンを供給側として、０．１２ＭＰａ（Ｇ）のスチームを８秒間供給することにより発泡
粒子を加熱成形したこと以外は、実施例２と同様にして表皮被覆発泡成形体を得た。この
ときのＴ１は各スチームピンにおいて全て１０８℃、Ｔ２の最低値は８６℃であった。得
られた表皮被覆発泡成形体の諸物性を表２に示す。比較例１と同様に、Ｔ１の温度が低す
ぎるため、表皮と発泡粒子成形体との接着強度が低い表皮被覆成形体しか得られなかった
。
【０１０８】
比較例３
　０．３０ＭＰａ（Ｇ）のスチームを１５秒間供給し、次いで、スチームを排出していた
ピンを供給側として、０．３０ＭＰａ（Ｇ）のスチームを１０秒間供給することにより発
泡粒子を加熱成形したこと以外は、実施例２と同様にして成形を行った。このときのＴ１
は各スチームピンにおいて全て１３８℃、Ｔ２の最低値は１０９℃であった。スチームの
温度が高すぎてスチームピン付近の発泡粒子は溶融し、スチームピンから離れた部位は表
皮と発泡粒子成形体との接着及び発泡粒子同士の融着が悪かった。良好な表皮被覆成形体
が得られなかったため、接着強度、融着率の評価は行わなかった。
【０１０９】
比較例４
　発泡粒子として発泡剤含有量を２７６ｇ／ｍ３に調整した発泡粒子を使用した以外は実
施例２と同様にして表皮被覆発泡成形体を得た。このときのＴ１は各スチームピンにおい
て全て１２２℃、Ｔ２の最低値は９４℃であった。得られた表皮被覆発泡成形体の諸物性
を表２に示す。発泡粒子の二次発泡速度が速すぎるため、高温のスチームを中空成形体内
に速やかに流通させることができず、表皮と発泡粒子成形体との接着強度が低く、さらに
発泡粒子間の融着率も低い表皮被覆発泡成形体しか得られなかった。
【０１１０】
比較例５
　金型型締め時の金型温度を６０℃（本発明で特定する温度未満）とした以外は実施例２
と同様にして表皮被覆発泡成形体を得た。得られた表皮被覆発泡成形体の諸物性を表２に
示す。金型温度が低すぎるため、表皮と発泡粒子成形体との接着強度が低い表皮被覆成形
体しか得られなかった。
【０１１１】
比較例６
　金型型締め時の金型温度を１４０℃（本発明で特定する温度を超える温度）とした以外
は実施例２と同様にして表皮被覆発泡成形体を得た。金型温度が高すぎたため、表皮にピ
ンが正常に刺さらず、さらに発泡粒子も均一に充填できなかったため、物性評価をしなか
った。
【０１１２】
比較例７
　排出側のピンから－０．０４ＭＰａ（Ｇ）で吸引しながら０．２１ＭＰａ（Ｇ）のスチ
ームを２０秒間供給した。このときのスチーム供給口におけるスチーム温度Ｔ１各スチー
ムピンにおいて全て１２３℃であり、排出口におけるスチーム温度Ｔ２の最低値は９７℃
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であった。次いで、スチームを供給していたピンを排出側とし、排出していたピンを供給
側として、排出側のピンから－０．０４ＭＰａ（Ｇ）で吸引しながら、供給側のピンから
０．２１ＭＰａ（Ｇ）スチームを１０秒間供給することにより発泡粒子を加熱成形したこ
と以外は、実施例２と同様にして表皮被覆発泡成形体を得た。得られた表皮被覆発泡成形
体の諸物性を表２に示す。スチームの排出力が低いため、供給される高温のスチームを中
空成形体内全体に流通させることができず、表皮と発泡粒子成形体との接着強度が低い表
皮被覆成形体しか得られなかった。
【０１１３】
比較例８
　表皮肉厚を１．５ｍｍと薄くした以外は下記参考例１と同様の従来の製造条件により表
皮付き発泡成形体を得た。得られた表皮付き発泡成形体の諸物性を表２に示す。Ｔ１が低
すぎかつＴ２も低すぎたため、表皮と発泡粒子成形体との接着強度が低い表皮被覆成形体
しか得られなかった。
【０１１４】
参考例１
　参考例１は従来の製造条件で、表皮肉厚が厚い表皮被覆発泡粒子成形体を製造した例で
ある。従来どおり、表皮肉厚を４．０ｍｍとし、金型温度を６０℃とし、発泡粒子内発泡
剤含有量が３１５ｇ／ｍ３の発泡粒子を使用し、従来のスチーム温度を適用し、－０．０
５ＭＰａ（Ｇ）で吸引した以外は実施例１と同様にして表皮被覆発泡成形体を得た。得ら
れた表皮被覆発泡成形体の諸物性を表２に示す。
【０１１５】
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【表１】

【０１１６】
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【表２】

【０１１７】
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【表３】

【０１１８】
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　表１及び表２における表皮被覆発泡成形体の物性評価方法を以下に示す。
【０１１９】
［表皮被覆発泡成形体の見かけ密度］
　表皮被覆発泡成形体の重量を該成形体の体積で除し、単位を［ｋｇ／ｍ３］に換算する
ことにより求めた。
【０１２０】
［発泡粒子成形体の見かけ密度］
　表皮被覆発泡成形体から表皮を切除して発泡粒子成形体を切り出し、該発泡粒子成形体
の重量を発泡粒子成形体の外形寸法から求めた体積で除し、単位を［ｋｇ／ｍ３］に換算
することにより求めた。
【０１２１】
［材料破壊率及び接着強度の測定方法］
　接着強度測定用試験片として、得られた板形状の表皮被覆発泡粒子成形体の板面の中心
部及び４隅（Ｒ部を除く）の計５箇所から、５０ｍｍ×５０ｍｍ×製品厚に切り出した。
試験片の上下面を接着剤にて接着強度測定用冶具に強固に接着させ、引張強度試験機テン
シロンにて１０ｍｍ／分の引張速度にて各試験片について表皮剥離試験を行なった。
　上記剥離試験後の試験片の破壊面を観察し、表皮の接着面側の全表面積から界面剥離し
た部分の面積を差し引いた値を表皮の接着面側の全表面積で除して百分率に換算し、それ
らの値の中で最も低い値を材料破壊率［％］とした。また、最も低い材料破壊率を示した
試験片における最大点応力を接着強度［ｋｇｆ／ｃｍ２］とした。
【０１２２】
［融着率の測定方法］
　融着率測定用試験片として、得られた板形状の表皮被覆発泡粒子成形体の板面の中心部
及び４隅（Ｒ部を除く）の計５箇所から、表皮を含まないようにして１５０ｍｍ×１５０
ｍｍ×（表皮を除いた製品厚）に切り出した。該試験片を割って破断面を観察し、発泡粒
子１００個以上について、目視により破壊された発泡粒子と界面で剥離した発泡粒子数を
それぞれ計測し、破壊された発泡粒子と界面で剥離した発泡粒子の合計数に対する破壊さ
れた発泡粒子の割合を求め、それらの値の中で最も低い値を融着率（％）とした。
【０１２３】
　表皮と発泡粒子成形体との間の接着力が異なる表皮被覆発泡成形体を用いて、曲げ剛性
の評価を行った。曲げ剛性の指標として以下の方法により測定される５ｍｍ曲げ評価結果
を表３に示す。
【０１２４】
［５ｍｍ曲げたわみ荷重の測定方法］
　実施例２～６及び比較例２にて得られた表皮被覆発泡成形体（長さ７３０ｍｍ、幅４２
０ｍｍ、成形体厚み２０ｍｍ、見かけ密度２００ｋｇ／ｍ３、表皮平均厚み１．５ｍｍ）
の長さ方向中央部付近から、成形体幅方向と試験片の長さ方向とを一致させて長さ４２０
ｍｍ（成形体全幅）、幅２００ｍｍ、厚み２０ｍｍ（成形体全厚み）の試験片を切り出し
た。この試験片を使用して、試験速度２０ｍｍ／分、支点間距離３５０ｍｍ、支持台先端
部の半径５ｍｍ、加圧くさび先端部の半径２５ｍｍとした以外はＪＩＳ　Ｋ７２２１－２
：１９９９に基づいて５ｍｍたわみ時の荷重を測定し、その測定値を５ｍｍ曲げたわみ荷
重とした。
【０１２５】
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【表４】

【図面の簡単な説明】
【０１２６】
　図面は、本発明におけるスチームピンの配置を説明する模式図である。
【図１】は、金型の側面の一方からスチームピンを挿入した例を示す。
【図２】は、一方の金型面からスチームピンを挿入した一例を示す。
【図３】は、一方の金型面からスチームピンを挿入した一例を示す。
【図４】は、金型の側面の相対向する側からスチームピンを挿入した例を示す。
【符号の説明】
【０１２７】
１　　　　金型
１１　　　金型側面
１２　　　成形空間部
２　　　　スチームピン
２１　　　供給側スチームピン
２２　　　排出側スチームピン

【図１】 【図２】
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